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背 景

概 要

健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する法律の
一部を改正する法律案

【通称：医薬品不足を解消するための中間年改定廃止法案】

○ 医療用医薬品の価格は、「薬価」と呼ばれ、厚生労働省が定める「公定価
格」である。

○ 市場実勢価格を適時に薬価に反映して国民負担を抑制するため、従前、薬価
の見直し（薬価改定）は、診療報酬改定に合わせて２年に１回行われてきた。

○ しかしながら、平成28年の４大臣決定を契機として、診療報酬改定のない年
にも、価格乖離の大きな品目を対象に薬価改定が行われており（いわゆる「中
間年改定」）、それまでの２年に１度行われていた薬価改定と比較して、薬価
の急激な引下げが行われている。

○ この結果、今では１錠10円未満の薬もあり、製薬会社の経営悪化、賃金競争
力の低下による離職者の増加といった事態を招いている。また、医療費が膨張
する中、医療機関への診療報酬を確保するため、薬価は削られやすい傾向にあ
ることが、昨今の薬不足の要因の一つにもなっている。

○ 診療報酬の基準は２年ごとに必要な改定を行うことを原則とすることを法律
上明確化する。

○ 慣例で２年に１回行われている診療報酬改定を法律に位置付けることにより、
薬価の中間年改定や市場拡大再算定などの随時の改定はあくまで通常改定に対
する例外的な改定であることを明確化する。

施行日：公布の日

趣 旨

○ こうした状況を放置しておけば、薬の安定供給や新薬の研究開発に悪影響を
与えることとなり、国民の命と健康を守るための対策を急がなければならない。

○ 現在、薬価の改定時期や薬価の改定の際に考慮すべき要素などは法律に定め
られておらず、これらは厚生労働大臣の裁量に委ねられている。

○ 国民に品質の高い医薬品を安定して供給できるようにするため、早急に法律
を改正し、薬価引下げの要因となっている中間年改定を廃止する必要がある。
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